
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【中小企業等用】

従業員への賃金引上げ計画の表明書


当社は、
①：○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）

②：○年
において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率１．５％以上とすること
③：を表明いたします。

　④：従業員と合意したことを表明いたします。

令和　年　　月　　日
　株式会社○○○○
　（住所を記載）
　代表者氏名　○○　○○　　




　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○(※)という方法によって、代表者より表明を受けました。


令和　年　　月　　日
　株式会社○○○○
　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印

※事業計画を策定し、計画中に賃上げの実施を記載するといった、従業員に対して明示していること等




（留意事項）
１．①又は②及び、③又は④については選択してください。
２．大企業、中小企業について、「中小企業」とは法人税法における定義である単に「資本金１億円」以下の企業を、その中小企業以外の企業をさして大企業とします。
３．間接補助事業者の事業年度等の終了時に、以下の方法により確認します。
〇事業年度における賃金引上げを表明した事業者については、賃上げを表　明した年度とその前年度の「法人事業概況説明書」の「「10主要科目」のうち「労務費」、「役員報酬」及び「従業員給料」の合計額」を「４期末従業員等の状況」のうち「計」で除した金額を比較することで確認。
〇暦年における賃金引上げを表明した事業者については、「給与所得の源泉
徴収票等の法定調書合計表」の「１給与所得の源泉徴収票合計表（375）」の「俸給、給与、賞与等の総額」の「支払金額」欄を「人員」で除した金額により比較することで確認。
４．賃上げ基準に達していない場合の措置として、基準を確認した年度における
本事業の公募に応募した場合、加点割合の＋１％を減点します。
※評価点の満点が100点であって、本取組に係る加点割合が５％（５点）で
[bookmark: _GoBack]あった場合、６点（６％）を減点。
